
保税業務検査の概要について

令和３年４月

名古屋税関監視部保税検査第１部門

保税事務研修会
（役員対象）資料



本日の説明内容

１.保税業務検査とは

２.社内管理規定（CP)について

３.非違の概要について

４.情報提供のお願い



１．保税業務検査とは

法令に定められた
義務規定・許可条件

貨物管理・税関手続
保税地域の遂行能力

検
証

確
認

関税法第105条
関税法第34条の2

保税行政の秩序維持
保税地域の健全な運営

国際物流の安全確保と円滑化の両立への寄与

厳正な貨物管理の実現
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保税蔵置場等における関係法令

（1）外国貨物を置く場所の制限（関税法第30条）

（2）見本の一時持出（関税法第32条）

（3）外国貨物の廃棄（関税法第34条）

（4）記帳義務（関税法第34条の2）

（5）貨物の取り扱い（関税法第40条）

（6）蔵入承認（関税法第43条の3第1項）

（7）貨物の収容能力の増減、工事等（関税法第44条第1項）

（8）貨物が亡失した場合の届出（関税法第45条第3項）

（9）休業又は廃業の届出（関税法第46条）

１．保税業務検査とは
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１.保税業務検査とは

・過去の検査状況・提出済の書類の確認(各種許可・承認・届出等)
・同様の貨物を扱う蔵置場等との比較(見本の一時持出し・貨物取扱）
・提出済のCP等の確認

事前確認事項

・貨物管理責任者・担当者等からの聞き取り調査
・保税台帳の記載事項等の確認
・長期在庫貨物等の在庫確認
・貨物管理状況の確認(区分蔵置・さし札等)
・蔵置場等の範囲・工事個所等の現場確認
・教育訓練・内部監査の実施状況確認

現場での確認事項
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貨物管理
手続体制

教育・
研修

評価・
監査制度

内部監査

ロケーション管理

研修会

２．社内管理規定（CP：Compliance-Program)

保税台帳への記帳
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２．社内管理規定（CP：Compliance-Program)

保税業務全般に関する責任体制の明確化のため、その具体的業務内容と責
任者について規定の整備を行う。

倉主等が行うべき業務について、総合的に管理し、監督し、
責任を負う者

貨物の搬出入に係わる確実な記帳のほか、搬入、蔵置、取扱
い、搬出の各段階での貨物の数量、態様等の把握、管理を行
う責任者

顧客（荷主）の資質や経営状態等を把握し管理する責任者

総合責任者

貨物管理責任者

顧客（荷主）責任者

委託関係責任者

社内管理体制の整備

保税地域の企業内における適正な貨物管理体制を確保し、もって関税法そ
の他関係法令に規定する税関手続の適正な履行を確保する観点から、社内
管理規定を整備する。

社内管理規定の目的

委託企業従業員の資質の把握、適切な指揮監督を行う責任者
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２．社内管理規定（CP：Compliance-Program)

倉主等の基本的作業である貨物の搬出入に係わる確実な記帳のほか、搬入、
蔵置、取扱い、搬出の各段階における管理手続等についての規定を整備す
る。

貨物管理手続体制の整備

搬入・搬出管理
貨物の搬出入時における基本動作の詳細について定める。
（搬入貨物時のＢ／Ｎ又はＯＬＴ等の書類と貨物との対査確認、
貨物の異常の有無の確認、書類整備等）

蔵 置 管 理 貨物蔵置中における基本動作の詳細について定める。

顧客（荷主）管理 保税地域を利用する顧客等の把握について定める。

貨物取扱い管理

記 帳・記 録
台帳記録における基本動作の詳細及び関係帳票の整理保管等につい
て定める。

貨物取扱い時における基本動作の詳細について定める。
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２．社内管理規定（CP：Compliance-Program)

7



２．社内管理規定（CP：Compliance-Program)

保税地域における貨物の亡失等を防止し、外国貨物の適切な保全を図
るため、必要に応じて、保税地域への人又は貨物の出入りをチェック
する体制を確保するほか、常時又は定期的に当該保税地域内の巡回警
備等を行う体制を整備する。

貨物保全体制の整備

搬出入、蔵置される不審貨物（外装等の異常貨物）、保税地域へ出入
りする不審人物等についての情報を確実に税関へ通報する体制を整備
する。
➢社内連絡体制（各部門の従業員から当該部門の責任者への報告）
➢税関に対する連絡手順及び体制

を整備する必要があります。

税関への通報体制の整備
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すべての役員及び従業員に対して、社内管理規定の方針及び手続を理解させ、
関係法令の遵守、税関周知事項の徹底、社内管理規定における各人職務を明
確に把握させるための教育、訓練について体制を整備する。
➢ 保税業務検査等において、実施状況を確認する必要があるので、社内研修・勉強会の

記録を作成し、保管していただくようお願いします。

教育訓練体制の整備

２．社内管理規定（CP：Compliance-Program)

社内管理規定の諸手続が厳格に遵守され、かつ、実施されていることを確
認するため、内部監査人による定期的評価・監査制度を制定し、社内管理
規定の実行性の評価改善のための勧告を行う体制を整備する。

➢ 原則毎年実施
➢ 評価・監査結果を実施の都度、税関に提出

評価・監査制度の整備

社内管理規定に違反した場合、懲戒規定の対象となる旨等について定める。

その他留意事項
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３．非違の概要について
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記帳義務違反

83％

見本持出

未許可 5％

保税運送

未承認

5％

その他

7％

2020年の非違内訳（全国）



7/1 搬入 7/1 搬出

6/30 搬入 7/1 A貨物も輸入許可済と思い込み搬出

輸入
許可

B貨物
（外国貨物）

A貨物
（外国貨物）

３．非違事例（その１）

記帳義務違反（関税法第34条の2）

輸入許可未済貨物の誤搬出
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ＮＡＣＣＳの管理資料の取得漏れによる保税台帳の未作成

NACCS参加保税蔵置場

３．非違事例（その２）

記帳義務違反（関税法第34条の2）

搬出入等の確認登録

民間管理資料の配信
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NACCS

民間管理資料の未取得
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通

常

時

再
取
出
時

保
存
サ
ー
ビ
ス
利
用

保税蔵置場等

保税管理資料情報

保税蔵置場等

保税管理資料情報

保税蔵置場等
「管理資料再出力依頼（ＤＬＨ０１）業務」

保税管理資料情報

再取出し期間：配信日
を含めて62日間

サービス利用開始
日から５年間保存

管理統計資料について

※電磁的記録による保存を行う場合には、事前に管轄税関への届け出
が必要。

ＮＡＣＣＳ
取出し期間：配信
日を含めて７日間



保税担当者 包括見本持出許可の更新申請

見本の一時持出違反（関税法第32条）

３．非違事例（その３）

包括見本持出許可未取得
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税 関

申請期間 ２．２．１～２．１２．３１まで

２．１．１～２．１．３１の間に実績あり



運 送

保税蔵置場

積戻貨物を保税運送の承認を受けずに運送

３．非違事例（その４）

保税運送未承認(関税法第63条第１項)
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保税蔵置場

保税運送の申請



保税地域外に外国貨物を蔵置

自 社 敷 地

外国貨物

保税地域

３．非違事例（その５）

外国貨物を置く場所の制限違反(関税法第30条)

16



保税蔵置場のフェンス工事

３．非違事例（その６）

収容能力増減等の届出違反(関税法第44条第１項)

工事届を未提出のまま工事を実施

蔵置場の面積が変更になる場合のみ届出が必要と勘違い

税 関
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工事の届出



外国貨物の未承認蔵置

搬入から３カ月を超えて蔵置

税 関

３．非違事例（その７）

外国貨物を置くことの承認違反(関税法第43条の3)
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蔵入承認（延長）申請



３．非違事例

○発生原因

知識不足、思い込み、確認漏れなどの

ヒューマンエラー（人的要因）

○厳格な貨物管理・手続体制の確保

①社内管理規定（CP）の理解・順守

②関係法令の遵守、税関周知事項の徹底

③想定される非違に対する対策
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４.情報提供のお願い

不審貨物の事例
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４.情報提供のお願い

不審貨物の事例 不審情報の事例
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４.情報提供のお願い

不審情報の事例
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不審貨物

開梱跡・改造跡

特殊な目印

異常な重量・寸法

内容点検時の異物感

梱包が無用に厳重

逆に簡易、雑

季節はずれ、流行おくれ

長期蔵置貨物で理由が曖
昧

など

不審情報

無闇に指示注文をつける

怪しい人物がうろうろする

やたらと引取りを急ぐ

検査の様子などを聞いてく
る

配送先がおかしい

倒産・廃業のうわさ

いかにも危ない話

荷主と連絡が取れなくなっ
た

など

４.情報提供のお願い
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４.情報提供のお願い
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４.情報提供のお願い
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ありがとうございました。


